
リタイア層の家計収支と貯蓄額  

                  田口 さつき 

団塊世代世帯の純貯蓄額 

日本の人口において 5.4％を占める団塊

世代が07年からの3年間で旧定年法におけ

る退職年齢である 60 歳を迎え、リタイア層

となっていくが、はたして老後の生活資金

はどうなっているのだろうか。本リポート

では、団塊世代の金融資産について老後に

想定される収支と比較しながら考えてみた

い。 

なお、ここでは、典型的な団塊世代の世

帯として男性が主たる生計維持者であり、

配偶者である妻は専業主婦の勤労者世帯を

想定し、妻の退職金はないと仮定する。 

まず、60 歳になる直前の団塊世代の金融

資産の状況であるが、総務省「家計調査（貯

蓄・負債編）」によると、団塊世代が含まれ

る世帯主 55～59 歳層の勤労者世帯の貯蓄

額は06年 1～9月平均で1,630万円だった。

その一方、負債額は 519 万円だったことに

より、差し引きの貯蓄額は 1,111 万円とな

る。 

これに加え、退職金の受け取りが見込ま

れる。厚生労働省「就労条件総合調査」（2003

年）の退職給付額によると、勤続年数や学

歴に従い、表 1 のように退職金が支給され

る。 

総務省「国勢調査」（05 年）などから勤

続年数及び学歴別の雇用者数を推計すると、

退職金受け取りにおいて、勤続年数 35 年以

上の高校卒（管理・事務・技術職）、勤続年

数 35 年以上の大学卒（管理・事務・技術職）、

勤続年数 35 年以上の中学卒の割合が高く、

それぞれ団塊世代の男性勤労者の 15％、

11％、9％程度を占める。以上のようなデー

タを踏まえると、退職金受け取り額が 1,000

万円の大台を越す層は、男性勤労者の約

53％と過半数を占める。前述の貯蓄額（純

貯蓄額 1,111 万円）も考慮すると、団塊世

代の勤労者世帯の約半数が平均的に 2,000

万円以上の金融資産を保有すると考えられ

る。 

 

平均余命と貯蓄取り崩し額 

06 年の内閣府「国民生活白書」では、高
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図 表 １ 　 学 歴 、 労 働 者 の 種 類 別 定 年 退 職 者 の 退 職 給 付 額
（万 円 ）

勤 続 年 数 中 　 学 　 卒 高 　 校 　 卒 高 　 校 　 卒 大 　 学 　 卒
（現 　 業 　 職 ） （現 業 職 ） （管 理 ・事 務 ・技 術 職 ） （管 理 ・事 務 ・技 術 職 ）

　 1 0～ 1 4 5 0 6 0 7 0 1 0 0
　 1 5 ～ 1 9 3 0 0 3 5 0 4 0 0 5 0 0
　 2 0 ～ 2 4 4 7 1 5 0 4 6 6 1 1 ,1 2 1
　 2 5 ～ 2 9 8 0 8 9 0 7 1 ,3 2 2 2 ,2 0 7
　 3 0 ～ 3 4 1 ,0 7 5 1 ,2 0 4 1 ,8 3 7 2 ,5 1 0
　 3 5 年 以 上 1 ,6 2 2 1 ,7 6 4 2 ,3 3 9 2 ,6 1 2
厚 生 労 働 省 「就 労 条 件 総 合 調 査 」 （ 2 0 0 3 年 ） 、 「賃 金 事 情 等 総 合 調 査 」 （ 1 9 9 9年 ） よ り 農 中 総 研 作 成

（注 1 ）勤 続 年 数 2 0年 以 下 の 部 分 は 「賃 金 事 情 等 総 合 調 査 」に 基 づ き 設 定 し た

（注 2 ）表 の 数 値 は 、 退 職 一 時 金 制 度 の み の 場 合 は 退 職 一 時 金 額 、 退 職 年 金 制 度 の み の 場 合 は 退 職 年 金 現 価 額 、 退 職 一 時 金 制 度 と 退 職 年 金
制 度 の 併 用 の 場 合 は 退 職 一 時 金 額 と 退 職 年 金 現 価 額 の 合 計 で あ る 。
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齢者世帯の家計収支について分析している。 

これによれば、支出が収入を上回る「赤

字」、つまり「貯蓄取り崩し額」は、勤め先

収入があることなどから 60 歳代前半では

月額 4万円程度にとどまっている（図表 2）。

しかし、世帯主が65歳代後半では7.4万円、

70 歳以上では 6.2 万円となる。 

なお 60 歳時点での平均余命は、男性で

22.09 歳である。図表 2 の年齢層ごとの貯

蓄取り崩しを用い、60 歳時点から平均余命

に相当する期間の生活をまかなうのに必要

な貯蓄額（以下、必要貯蓄額とする）を計

算すると約 1,600 万円（注 1）となる。あ

るいは、取り崩し額が最も大きい 60 歳代後

半を基準にした場合は、必要貯蓄額は約

1,970 万円となる。これらを考慮すると金

融資産残高が 2,000 万円以上の世帯は、基

本的には老後の生活の目処が立っていると

みられる。 

ただし、少なくとも以下の点で必要貯蓄

額が増える可能性がある。まず、配偶者で

ある妻が夫の死後一人で行き続ける場合で

ある。60 歳時点での女性の平均余命は

27.66 歳であり、同年代の男性より約 5 年

ながい。さらに、男性が年下の女性と婚姻

関係にある場合は、その年が離れた分も考

慮しなくてはいけない。ちなみに総務省「国

勢調査」（05 年）によると、団塊世代で配

偶者のいる男性のおよそ6割が1～5歳年下

の女性と婚姻関係にある。 

また 65 歳以上では公的年金が実収入の

主要な源泉である。公的年金財政の悪化に

より支給額が削減される懸念も強まってい

るが、それが現実となれば一層の貯蓄取り

崩しが必要となる。 

そのため、たとえ金融資産が 2,000 万円

を越していても、家計の収支や資産の内容

を把握し、必要に応じて見直すことも大切

ではないだろうか。 

 

 

 

（注 1）計算式は以下のとおり 

必要貯蓄額＝511.9 千円×5 年+890.8 千円×5 年

+747.6 千円×12.09 年 

図 表 2　 高 齢 世 帯 主 年 齢 別 月 間 実 収 入 の 内 訳
単 位 　千 円

勤 め 先 収 入 公 的 年 金 そ の 他 実 収 入

6 0～ 6 4歳 2 1 1 .0 8 0 .2 3 4 .1 3 2 5 .2 4 2 .7 (5 1 1 .9 )

6 5～ 6 9歳 7 9 .2 1 3 8 .1 2 3 .6 2 4 0 .9 7 4 .2 (8 9 0 .8 )

7 0歳 以 上 3 1 .1 1 5 8 .5 2 0 .7 2 1 0 .3 6 2 .3 (7 4 7 .6 )

出 所 ：内 閣 府 「国 民 生 活 白 書 」 （ 2 0 0 6 ） 、 1 1 5ペ ー ジ よ り 農 中 総 研 作 成 。

な お 、同 白 書 で は 集 計 法 な ど に つ い て 以 下 の 備 考 が 付 さ れ て い る 。

1 .総 務 省 「全 国 消 費 実 態 調 査 」 （ 0 5年 ）を 特 別 集 計

2 .世 帯 主 年 齢 別 の 月 間 実 収 入 に 占 め る 各 費 目 の 割 合

3 .赤 字 分 ＝ 実 収 入 － （消 費 支 出 +非 消 費 支 出 ）

4 .対 象 は 、二 人 以 上 の 世 帯 の う ち 勤 労 世 帯 及 び 無 職 世 帯

赤 字 分 ：貯 蓄 取 り 崩 し 分

（ ）内 は 年 換 算 値
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